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公有水面埋立法の埋立承認を撤回する処分を取り消した裁決の取消訴訟の原告適格

事実の概要

　沖縄防衛局は、米軍が使用する普天間飛行場
の代替施設（以下「本件施設」という。）を辺野古
沿岸域に設置するための公有水面の埋立て（以
下「本件埋立て」という。）につき、沖縄県知事か
ら公有水面埋立法（以下「法」又は「公水法」とい
う。）4条 1項各号の要件に適合すると判断され、
同法 42 条 1 項の承認（以下「本件埋立承認」とい
う。）を受けていた。しかし、平成 30 年 8 月 31
日、事後に判明した事情等により本件埋立てが法
4条 1項 1号・2号に適合していない等として本
件埋立承認が取り消された（以下「本件承認取消し」
という。）。沖縄防衛局がこれを不服として行政不
服審査法に基づく審査請求をしたところ、国土交
通大臣は、平成 31 年 4 月 5 日、本件承認取消し
を取り消す裁決（以下「本件裁決」という。）をした。
これに対して本件埋立てに係る埋立区域（以下「本
件埋立区域」という。）の周辺に居住する住民が、
本件裁決の取消訴訟を提起した。第一審・那覇地
判令 4・4・26 判時 2646 号 30 頁は原告適格を否
定して訴えを却下したが、原審・福岡高那覇支判
令 6・5・15 判時 2646 号 17 頁は原告適格を肯定
し、本件を第一審に差し戻した。国が上告。

判決の要旨

　１　（裁決の取消しを求める「法律上の利益を有す
る者」（行政事件訴訟法 9条 1 項）の意味について、
最大判平 17・12・7 民集 59 巻 10 号 2645 頁（小田
急最判）の定式を踏襲した上で）㋐審査請求の対象
とされた処分の「根拠となる法令は、審査請求人

が主張しなかった違法又は不当に係るもの」も、
「審査庁が審理判断したか否かにかかわらず、裁
決の根拠となる法令」に含まれる。㋑「埋立承認
の効果を存続させることが公益に適合しなくなっ
たか否か」の判断では「埋立承認の性質及び内容
を含む諸事情が総合的に考慮されるべき」ことか
ら、「埋立承認に係る要件の一部が事後的に充足
しない状況が生じたことを主たる理由として承認
撤回がされた場合」であっても「埋立承認の根拠
となる法令は全て承認撤回の根拠となる法令」、
ひいては「裁決の根拠となる法令」に当たる。
　２　(1)　㋐法 4条 1項 3号、法 2条 2項 3号、
42 条 3 項、法施行規則 3条は、埋立地の用途が
法定環境保全計画に反しないかどうかを、環境保
全図書（法施行規則 3条 8 号）を「踏まえて」審
査することを予定している。㋑埋立地の用途の計
画適合性審査（法 4条 1 項 3 号）では、著しい騒
音等の被害発生を防止しようとする公害防止計画
（環境基本法 17 条）に係る規定の趣旨・目的を「踏
まえ」ることが求められる。㋒環境影響評価法令
は、公有水面の埋立てとは別に、飛行場の設置事
業を対象事業として環境影響評価書の作成等を求
め、評価項目の選定に当たり「航空機の運航」に
関し「騒音」を勘案すべきとするが、環境影響評
価法又は「目的において…法 4条 1 項 3 号と共
通する面がある」沖縄県環境影響評価条例に基づ
き飛行場設置事業につき評価書が作成された場
合、法はこれを㋐でいう「環境保全図書として利
用することも許容している」。㋓以上の「埋立承
認に係る法の規定に加え、環境基本法や、埋立地
の用途に係る環境影響評価について定める法令の
趣旨及び目的をも参酌」すると、法4条1項3号は、
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埋立地の用途が「飛行場及びその施設の用地であ
る場合」、当該飛行場の供用に伴い生ずる航空機
騒音等により埋立区域の周辺居住者に対する健康
又は生活環境の被害の発生防止も趣旨・目的とす
る。㋔航空機騒音等による著しい健康・生活環境
上の被害を受けないという具体的利益は、被害の
内容、性質等に照らし、一般的公益の中に吸収解
消させることが困難である。㋕よって、こうした
被害を直接的に受けるおそれのある者は、承認撤
回の取消裁決の取消しを求める法律上の利益を有
する。
　(2)　他方、法において「航空機の衝突や墜落
事故といった航空機の航行に直接起因する被害」
を「受けないという具体的利益を保護することを
目的としてその権限行使に制約を課している」規
定はなく、当該利益を個々人の個別的利益として
保護する趣旨は含まれない。
　３　「埋立区域の周辺に居住する住民が上記の
者に当たるか否かは、当該住民の居住する地域が
上記の著しい被害を直接的に受けるものと想定さ
れる地域であるか否かによって判断」する。その
居住地が、本件施設の供用後に生ずる航空機騒音
の程度を予測した「騒音予測図」上における（航
空機騒音環境基準告示による）70W値の地点を結
んだ曲線の「付近に位置する」者は、その距離関
係、「騒音予測図の内容やその作成経緯等」も考
慮すると、上記想定地域に居住するといえる。

判例の解説

　一　本判決の特徴
　最判令 4・12・8民集 76 巻 7号 1519 頁は、地
方自治法 255 条の 2 第 1 項 1 号による審査請求
に対する裁決に対し、都道府県は取消訴訟を提起
する適格を有しないと判断したが、本件は同裁決
に対し、埋立区域の周辺住民が提起した取消訴訟
である１）。
　本判決は「裁決の相手方以外の者」が提起する
裁決取消訴訟の原告適格について、小田急最判の
枠組みが適用されることを初めて確認した。さら
に、特筆すべき点は、第 1に、撤回処分を取り
消した裁決の取消訴訟における原告適格の判断枠
組みを示し、その際、㋐裁決の根拠法令の範囲
（審査請求での実際の審理対象に限定されるか）、及
び㋑撤回処分の根拠法令の範囲について判断し

た点２）、第 2に、公水法の埋立免許についての原
告適格判断につき、先例（最判昭 60・12・17 判時
1179 号 56 頁・伊達火力発電所最判）を踏まえ、現
在の法制度及び判例法理の下で改めて組み立て直
した点である。

　二　裁決の根拠法令の範囲
　第 1の点につき、第一審は上記㋑の判断を先行
させる。法 4条 1 項は同項各号の全ての充足を
埋立免許（承認）要件と定めるが、本件の撤回は
当初処分が要件の一部を事後的に欠くに至ったこ
とを理由とする処分であること、撤回時に充足判
断が維持された要件につき当事者に争う利益がな
いことを理由に、本件では法 4条 1項 1号及び 2
号のみが根拠法令となるとし、これを踏まえ㋐の
対象も同様になると判断した。これに対し本判決
は㋐の判断を先行させる。審理員の職権証拠調べ
の規定を挙げ、行政不服審査法が職権探知主義を
否定していないことを根拠に３）、審査請求の対象
とされた処分の根拠法令は審査請求人が主張した
違法・不当事由に係るものでなくとも裁決の根拠
法令に含まれると判断した。
　第一審の判断の背景には、①取消訴訟の訴訟物
が処分の違法性一般だとしても、撤回の場合は行
政庁が実際に判断した範囲に限られると考える余
地があること、②当初処分・撤回・取消裁決のそ
れぞれの取消訴訟の原告適格の範囲を同一にする
と、当初処分取消訴訟の出訴期間経過後に撤回処
分とその取消裁決がされた場合、実質的に当初処
分の適法性を争う余地を認める結果となる懸念が
あったものと推測される４）。しかし①確かに職権
探知は法令上の義務ではないが、埋立承認の各要
件は審査庁の審理判断の対象となり得る５）。また
②当初処分と裁決は別個の処分であり、原告適格
の範囲が結果として一致するとしても、そのこと
は明文の根拠なく出訴を制限する理由にはならな
いであろう。

　三　撤回処分の根拠法令の範囲
　以上を踏まえ、本判決は㋑撤回処分（本件承認
取消し）の「根拠法令」を検討している。本判決
は、事情変更により当初処分の「効果を存続させ
ることが公益に適合しなくなった場合」、処分権
者は法に「直接明文の規定」がなくとも「その権
限」において処分の効力を将来に向かって取り消
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し得るとし６）、これまでの撤回法理を踏襲する７）。
そして、埋立承認が法 4条 1 項各号の適合性判
断を通して埋立てに関わる諸利益の調整を行うと
の「性質及び内容」を有することから、「公益不
適合性」判断でも同様の諸事情を総合考慮すべき
ことを理由に、埋立承認の要件規定は事後に欠
けたもの以外も含め全て、撤回の（同時に裁決の）
根拠法令に当たるとした。取消訴訟の原告適格の
判断の文脈において、第一審は個人の権利利益を
保護することを目的として撤回権限の行使に制約
を課す行政法規の対象を撤回事由（本件では承認
要件の事後的不充足）のみと捉えたのに対し、最
高裁は「法律の合理的解釈（伊達火力発電所最判）」
により、公益上の必要性まで含めたようにも見
受けられる８）。なお原審は、当初処分の撤回を取
り消す本件裁決の法効果が当初処分の効力を存続
させることを根拠に、当初処分取消訴訟の原告適
格と同様の枠組みで判断する９）。この構成でも、
根拠法令の範囲は本判決と同一となるが、最高裁
としては原告適格の判例法理に即し、法律上保護
された利益の所在を裁決の根拠法令の解釈に求め
た。

　四　原告適格
　１　沖縄県環境影響評価条例の位置付け
　公水法の埋立免許についての原告適格の判断に
おいて、本判決は航空機騒音に係る「健康又は生
活環境」の被害に焦点を当て、小田急最判の枠組
みに沿って議論を展開している。そして本判決
は、公水法・環境基本法・環境影響評価法令の仕
組みの関連性を丹念に読み解き、法定環境保全計
画適合性審査（法 4条 1項 3号）において「踏まえ」
られる環境保全図書（法施行規則 3条 8 号）の中
に、環境影響評価法（以下「評価法」という。）及
び同法の仕組みに準拠する（評価法（現）62 条 1
号・63 条）沖縄県環境影響評価条例（以下「県評
価条例」という。）に基づいて作成された飛行場設
置事業に係る評価書が含まれると解釈し 10）、埋
立地の用途が飛行場である場合には法 4条 1項 3
号は周辺住民に対する航空機騒音被害の防止も趣
旨・目的に含むとの結論を導いた。
　その論証過程で、本判決が県評価条例に言及し
ているのが注目される。小田急最判でも、「当該
処分の処分要件ないし義務的な考慮要素」を定め
ていない東京都環境影響評価条例の趣旨・目的が

参酌された点に議論があったところ 11）、本件で
は、本件施設の設置は評価法が規定する対象事業
に該当しない。そして第一審は埋立事業が評価法
の適用事業に該当しない限り評価法は公水法の関
係法令に該当しないとの立場から、評価法対象外
事業に適用される環境影響評価手続を定める県評
価条例が本件埋立地の用途との関係では「関係法
令」に該当するとしていた。他方で、本判決が法
4条 1項 3号の保護範囲を確定する際に明示的に
参酌したのは、環境基本法及び「埋立地の用途に
係る環境影響評価について定める法令」の趣旨・
目的にとどまる 12）。また本判決は、県評価条例
の目的は法 4条 1 項 3 号の目的と共通する「面
がある」と述べるが、その言説の直接の文脈は環
境保全図書としての利用許容性である。県評価条
例は確かに「根拠法令の目的を推認させる関係法
令」に該当し得るが 13）、埋立事業が評価法の適
用事業に該当しなくとも環境基本法及び環境影響
評価法令の仕組みを参酌することで航空機騒音の
被害防止の利益は公水法の保護範囲に含まれると
解し得ることに鑑みると 14）、本判決は公水法の
保護範囲の解釈において県評価条例を重ねて列挙
する必要に迫られなかったと思われる。なお、県
評価条例に基づき作成された評価書のうち、本件
施設の設置事業に係る部分が原告適格の当てはめ
において利用されており、この点は小田急最判と
構成が類似している。
　２　航空機の航行に直接起因する被害を
　　　受けない利益
　原審は最判平元・2・17 民集 43 巻 2 号 56 頁
（新潟空港最判）にも言及し、航空法が公水法の関
係法令に該当するとした上で、法 4条 1 項 1 号
の保護利益には「航空機の航行に起因する障害」
（騒音に加えて航空機の衝突や墜落事故）による健康
又は生活環境に係る被害を受けない利益も含まれ
ると判断した。しかし、航空法の関係法令性も含
めその解釈過程は不明瞭であった。本判決は結論
において、埋立承認規定は埋立区域の周辺住民に
対し「航空機の航行に直接起因する被害を受けな
いという利益」を「個々人の個別的利益」として
保護する趣旨を含まないと判断したが、同 1号
に関して最判平 28・12・20 民集 70 巻 9 号 2281
頁を引用し、同号は埋立地の用途等の国土利用上
の適切合理性を求めるものであるとした上で 15）、
上記被害を受けないという「具体的利益」の保護
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を目的として「埋立承認に係る権限行使に制約を
課して」いない（また航空法の高さ制限規定も関係
法令ではない）と判断している 16）。
　３　当てはめ
　航空機騒音の評価指標として我が国でも用いら
れてきたW値について、本判決は、埋立承認の
審査に用いられた環境影響評価書（県評価条例に
基づき作成されたもの）の航空機騒音予測図に示
された 70W線を原告適格判断の重要な指標とし
つつ、70W線の外側の概ね 200m 以内の地域に
居住している住民について、① 70W線の「付近
に位置する…距離関係」、②騒音予測図の内容、
その作成経緯等も考慮して、航空機騒音の被害想
定地域に居住するものと判断した。航空機騒音
障害防止法における第一種区域の基準は 75W値
であるが 17）、航空機騒音環境基準告示（環境基本
法 16 条 1 項）は専ら住居の用に供される地域を
W値 70 以下としている。そして、騒音予測図が
②普天間飛行場における調査結果に基づき本件施
設が米軍の航空機の離着陸に供された場合の航空
機騒音の程度を予測したもので、① 200m程度の
誤差が生ずる可能性が指摘されていたことを踏ま
えた判断と考えられる。これは最判平 26・7・29
民集 68 巻 6 号 620 頁において改めて確認された
原告適格の当てはめの考え方を踏襲するものとい
えよう 18）。

●――注
１）第一審と原審を検討するものとして、福井秀夫「美濃
部達吉行政法理論と『公定力』の呪縛及び原告適格を基
礎付ける『法律上の利益』とは何か (2)(3)」自研 101 巻
8 号（2025 年）22 頁、9 号（同）68 頁、同「行政処分
の理由とその処分を争う原告適格との関係及び原告適格
を基礎付ける処分要件と自己の法律上の利益に関係のな
い違法主張制限との関係 (1)（2・完）」自研 99巻 1号（2023
年）75 頁、2号（同）25 頁参照。

２）撤回処分取消訴訟における第三者の原告適格を判断し
たものとして、広島地判平 25・11・27 判例集未登載、
広島高判平27・10・7判例集未登載（控訴審）。北見宏介「新
住宅市街地開発事業の取消（撤回）と旧地権者の原告適
格」名城 64 巻 4号（2015 年）35 頁参照。

３）最判昭 29・10・14 民集 8巻 10 号 1858 頁（旧訴願法）、
最判令 1・7・16 民集 73 巻 3 号 211 頁（地方税法）、横
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